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地方公共団体が設置する公の施設の管理においては、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第２４４条の２第３項の規定に基づき、法人その他の団体を指定管理者に指定し、

施設の維持管理などの業務を行わせることができる。これを指定管理者制度という。

米子市では、道路法（昭和２７年法律第１８０号）の規定に基づき設置された米子駅前地

下駐車場、米子駅前地下駐輪場、米子駅南駐車場及び米子駅南駐輪場の管理に関する業務

（以下「管理業務」という。）を効果的かつ効率的に行うため指定管理者制度を適用すること

とし、本募集要項のとおり指定管理者を募集する。

１ 施設の概要

(１) 米子駅前地下駐車場及び米子駅前地下駐輪場

ア 名称 米子駅前地下駐車場（以下「地下駐車場」という。）

米子駅前地下駐輪場（以下「地下駐輪場」という。）

イ 所在地 米子市弥生町２番地

ウ 構造 鉄筋コンクリート造

地下２階２層 自走式

※別添(１)の「米子駅前地下駐車場・駐輪場施設内訳」参照

エ 総面積 ７８９５．７８平方メートル

オ 供用開始日 地下駐車場 平成８年４月２２日

地下駐輪場 平成８年６月１１日

カ 収容台数 地下駐車場 自動車 １０２台

地下駐輪場 自転車 １，０００台

（自転車 ９８０台、原動機付自転車(50cc 以下) ２０台）

※別添(２)の「米子駅前地下駐車場・駐輪場平面図」参照

キ 施設の運営状

況（令和７年

度）の概要

(ｱ) 利用台数

地下駐車場 普通駐車 １２３，９６１台

定期駐車 ４２０台

地下駐輪場 一時駐輪 ９，３２０台

定期駐輪 １，０７９台

(ｲ) 駐車料金（保管料金）収入額

地下駐車場 ３４，２８８千円

地下駐輪場 ６，２２３千円

【参考】地方自治法第２４４条の２第３項の規定

３ 普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要がある

と認めるときは、条例の定めるところにより、法人その他の団体であって当該普通

地方公共団体が指定するものに、当該公の施設の管理を行わせることができる。
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(２) 米子駅南駐車場及び米子駅南駐輪場

(ｳ) 管理運営費（建物損害保険料等、市が直接支出したものを除

く。）

地下駐車場 ２５，３４０千円

地下駐輪場 １５，０１７千円

※別添(３)の「施設運営状況」参照

ク 施設の設置目

的

地下駐車場

米子駅地区周辺の交通渋滞が緩和されることにより、道路交通の

円滑化、都市機能の維持及び増進をするため

地下駐輪場

米子駅前広場等の良好な環境の維持を図り、自転車等利用者の利

便性の向上に資するため

ア 名称 米子駅南駐車場（以下「駅南駐車場」という。）

米子駅南駐輪場（以下「駅南駐輪場」という。）

イ 所在地 米子市目久美町１番地

ウ 構造 駅南駐車場 平面自走式駐車場（屋外）

駅南駐輪場 平面駐輪場（屋外）

エ 総面積 駅南駐車場 ８５０平方メートル

駅南駐輪場 ３４０平方メートル

オ 供用開始日 駅南駐車場 令和５年７月３０日

駅南駐輪場 令和５年７月２９日

カ 収容台数 駅南駐車場 自動車２９台

駅南駐輪場 自転車１４８台

（自転車１４２台、

原動機付自転車・自動二輪車６台）

※別添(４)の「米子駅南駐車場・駐輪場平面図」参照

キ 施設の運営状

況（令和７年

度）の概要

(ｱ) 利用台数

駅南駐車場 普通駐車 ５１，８４６台

定期駐車 なし

駅南駐輪場 一時駐輪 ６，１０２台

定期駐輪 ８３台

(ｲ) 駐車料金（保管料金）収入額

駅南駐車場 ７，５５３千円

駅南駐輪場 １，３２６千円
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２ 指定の期間

指定管理者の指定の期間は、令和９年４月１日から令和１４年３月３１日までとする。な

お、当該期間の満了に伴う新たな指定管理者の指定は、原則として公募による。

３ 募集スケジュール

(１) 応募書類の提出期間 令和８年８月１７日（月）から同年９月２５日（金）まで

(２) 現地説明会 令和８年９月２日（水）

(３) 米子市指定管理者候補者選定委員会の調査・審議 令和８年１０月

(４) 指定管理者候補者の選定結果の通知 令和８年１１月

(５) 指定管理者の指定 令和８年１２月議会

(６) 基本協定の締結 令和９年１月及び同年２月

(７) 年度協定の締結 令和９年３月

４ 指定管理者が行う業務

(１) 法令等の遵守

指定管理者は、地下駐車場、地下駐輪場、駅南駐車場及び駅南駐輪場（以下「指定管理

対象施設」という。）の管理業務の処理に当たっては、次に掲げる法令等を遵守しなけれ

ばならない。

ア 駐車場法（昭和３２年法律第１０６号）

イ 道路法

ウ 地方自治法

エ 米子市駐車場条例（平成１７年米子市条例第１４６号。以下「駐車場条例」という。）

及び米子市駐車場条例施行規則（平成１７年米子市規則第１１３号）

オ 米子駅前地下駐車場等駐車料金徴収条例（平成１７年米子市条例第１４７号。以下「駐

車料金徴収条例」という。）及び米子駅前地下駐車場等駐車料金徴収条例施行規則（平

成１７年米子市規則第１１４号）

(ｳ) 管理運営費（建物損害保険料等、市が直接支出したものを除

く。）

駅南駐車場 １，２５０千円

駅南駐輪場 １，８６１千円

※別添(３)の「施設運営状況」参照

ク 施設の設置目

的

米子駅南側からのパーク＆ライドによる駅利用者の駐車・駐輪ス

ペースを確保し、米子駅前地下駐車場・駐輪場と相互利用できる

一体的な運用とすることで、がいなロードを活かした駅利用者の

利便性向上を図り、駅南北の相互の活性化に寄与する。
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カ 米子駅前地下駐輪場等管理条例（平成１７年米子市条例第１４８号。以下「駐輪場条

例」という。）及び米子駅前地下駐輪場等管理条例施行規則（平成１７年米子市規則第

１１５号）

キ 米子駅前地下駐車場等及び米子駅前地下駐輪場等の利用に関する標識の設置に関す

る条例（平成２４年米子市条例第２９号）

ク 米子市公の施設の指定管理者の指定の手続等を定める条例（平成１７年米子市条例第

２６号。以下「手続条例」という。）及び米子市公の施設の指定管理者の指定の手続等

を定める条例施行規則（平成１７年米子市規則第１８号。以下「手続規則」という。）

ケ 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）

コ 米子市行政手続条例（平成１７年米子市条例第２５号）

サ 米子市暴力団排除条例（平成２３年米子市条例第２１号）

シ その他管理業務に適用される法令等

(２) 業務の範囲

指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。

ア 指定管理対象施設の運営に関すること。

※地下駐輪場の地下道部分の一部は鳥取県が管理をしている。当該対象施設の範囲に

ついては、別添(５)の「米子駅前地下駐輪場対象施設範囲図」を参照すること。

イ 指定管理対象施設の施設、設備及び器具（以下「施設等」という。）の維持管理に関

すること。

（ア） 施設等の保守点検、補修、清掃及び除雪

※特に留意すべき保守点検業務については、別添(６)の「保守点検業務一覧表」を参

照し、記載内容と同等以上の内容で実施すること。

（イ） 施設等の警備

（ウ） 自動車及び自転車（原動機付自転車を含む。）の整理

（エ） 施設等の適正稼働に必要な維持管理費用（利用券等の購入費及びその他施設等の適

切な運営に必要な消耗品等の購入に係る費用）の支払

（オ） 施設等に係る経費（電気料金、ガス料金、水道料金、電話料金及び下水道使用料）

の支払

ウ 指定管理対象施設の施設等の利用に関すること。

（ア） 駐車券及び駐輪券の交付

（イ） 各種申請書及び届出書の受付

（ウ） 利用者の応接

（エ） 地下駐車場の駐車料金並びに回数券及び夜間定額駐車券の代金、駅南駐車場の駐車

料金並びに回数券及び夜間定額駐車券の代金、地下駐輪場の保管料金及び回数駐輪券

の代金並びに駅南駐輪場の保管料金（以下「駐車料金」と総称する。）の徴収

エ 指定管理対象施設の利用の促進に関すること。
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オ その他管理業務のうち、次に掲げるもの

（ア） 管理業務の処理に必要な体制の整備

（イ） 情報の公開及び個人情報（個人情報の保護に関する法律第２条第１項に規定する個

人情報をいう。以下同じ。）の保護に関する措置

（ウ） 防犯対策、防災対策等の利用者の安全の確保に関する措置

（エ） 事業報告書の作成及び提出

（オ） 経営状況を説明する書類の作成及び提出

（カ） 指定管理対象施設の施設等のモニタリングに関する市の指示に基づく確認並びに

資料等の作成及び提出

(キ） 市が指示する書類、資料等の作成及び提出

（ク） その他指定管理対象施設の管理業務に係る庶務、経理等の事務

(３) 管理の基準

指定管理者は、次により、指定管理対象施設の管理業務を適切に行うものとする。

ア 基本方針

（ア） 指定管理者は、自らの創意工夫をいかし、利用者に対するサービスを向上させると

ともに、管理経費の縮減を図り、もって市民福祉をより一層増進させなければならな

い。

（イ） 指定管理者は、市民が広く利用する公の施設としての指定管理対象施設の性格を十

分認識し、利用者にとっての快適な環境づくり及びその利用の促進を目指すとともに、

指定管理対象施設の施設等について、日常又は定期に必要な保守業務及び点検業務を

行うことにより最良の状態を維持し、利用者の安全の確保に努めなければならない。

（ウ） 指定管理者は、指定管理対象施設の利用の促進を図るため、積極的に広報活動を実

施しなければならない。

イ 基本的事項

（ア） 指定管理対象施設の供用時間及び入出場時間は、それぞれ、原則として、駐車料金

徴収条例第５条第１項及び第２項並びに駐輪場条例第５条第１項及び第２項に規定

するところによらなければならない。ただし、指定管理者は、市長の承認を受けて、

これらを変更することができる。

（イ） 指定管理者は、駐車場条例及び駐輪場条例に基づき、公平かつ公正に使用許可及び

駐輪の許可を行わなければならない。なお、駐車場条例第２４条の規定により適用さ

れる駐車場条例第９条各号のいずれか及び駐輪場条例第７条各号のいずれかに該当

する場合は、使用許可及び駐輪の許可を行ってはならない。

（ウ） 指定管理者は、駐車場条例第２４条の規定により適用される駐車場条例第１１条各

号のいずれかに該当する場合は、使用者又は代行者に対し、使用許可を取り消し、地

下駐車場若しくは駅南駐車場（以下「駐車場」と総称する。）の使用を制限し、若し

くは停止し、駐車場への入場を拒否し、又は駐車場からの退場を命ずることができる。
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（エ） 指定管理者は、駐輪場条例第８条各号のいずれかに該当する場合は、利用者に対し、

駐輪の許可を取り消し、又は自転車等を地下駐輪場若しくは駅南駐輪場（以下「駐輪

場」と総称する。）に入場させることを拒み、若しくは駐輪場から出場させることを

命ずることができる。

（オ）駐車料金は、それぞれ、駐車料金徴収条例別表第１から別表第３まで並びに駐輪場

条例別表第１及び別表第２に規定するところによるものとする。

（カ） 指定管理者は、駐車料金の徴収を、別に市と締結する契約に基づき適切に行わなけ

ればならない。この場合において、指定管理者は、駐車料金をその収入として収受す

ることはできない。

（キ） 指定管理者は、米子市情報公開条例（平成１７年米子市条例第２２号）の趣旨にの

っとり、管理業務に関して保有する情報の公開を行うために必要な措置を講じなけれ

ばならない。

（ク） 指定管理者は、管理業務の範囲内で、個人情報の保護に関し市長と同様の責務を有

するものとし、市長の指示に従い、個人情報の保護のために必要な措置を講じなけれ

ばならない。

（ケ） 指定管理者は、指定管理対象施設の運営に係る企画を実施する場合は、あらかじめ、

その内容を市と協議しなければならない。

ウ 管理業務の処理体制に関する事項

（ア） 指定管理者は、管理業務に従事する職員（以下「職員」という。）を適正に配置す

るほか、管理業務の処理に必要な体制を整備しなければならない。なお、指定管理対

象施設には、職員のうちから、統括責任者１人及びこれを補佐する者１人以上を置か

なければならない。また、地下駐車場及び地下駐輪場の営業時間内には、地下駐車場

及び地下駐輪場それぞれに、常時１人以上の職員（統括責任者及びこれを補佐する者

も含む。）を常駐させなければならない。

（イ） 指定管理者は、職員の名簿を市に提出しなければならない。職員に異動を生じた場

合も、同様とする。

（ウ） 指定管理者は、職員に対し、管理業務の処理に必要な研修を実施しなければならな

い。この場合において、防犯対策、防災対策等の利用者の安全の確保については、十

分に職員を指導し、訓練するものとする。

（エ） 指定管理者は、管理業務の処理に関して事故（人身事故、施設等の破損事故等をい

う。）が生じたときは、直ちにその旨を市長に報告し、その処理方法について市長と

協議しなければならない。

（オ） 指定管理者は、管理業務の処理に関して生じた職員の災害について、全ての責任を

負うこととし、理由のいかんを問わず、市は、何らの責任を負わないものとする。

（カ） 指定管理者及び職員は、管理業務の処理において知り得た市の行政上の事項その他

管理業務の処理に関する一切の事項を第三者に漏らしてはならない。指定管理者の指
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定の終了後も、同様とする。

エ その他の事項

（ア） 市は、指定管理対象施設の施設等及び指定管理対象施設に備え付けられた備品（市

の所有に係るものに限る。）を、指定管理者に無償で使用させる。なお、指定管理者

は、指定管理対象施設にその所有に係る備品を備え付けようとする場合は、あらかじ

め、市長に報告しなければならない。

（イ） 指定管理者は、管理業務の処理に関して別に会計を設け、経理を明確にしておかな

ければならない。

（ウ） 指定管理者は、手続条例第１１条の規定に基づき、毎年度、事業報告書を作成し、

市長に提出しなければならない。

（エ） 指定管理者は、手続規則第５条の規定に基づき、毎年度、経営状況を説明する書類

を作成し、市長に提出しなければならない。

（オ） 指定管理者は、管理業務の処理を第三者に請け負わせ、又は委託してはならない。

ただし、あらかじめ市長の承認を受けた一部の業務（施設等の保守、清掃、警備等）

については、この限りでない。

（カ） 指定管理者は、指定管理対象施設の施設等のモニタリングに関して、市長の指示に

基づき、確認の作業を行い、及び資料等を作成し、これを市長に提出しなければなら

ない。

５ 市が直接行う業務

次に掲げる業務については、市が直接行うものとする。

(１) 指定管理対象施設の目的外使用の許可その他の市長に専属する権限に基づく事務に

関すること。

(２) 市が主催する事業の企画及び実施に関すること。

６ 管理業務の処理に必要な経費

指定管理者は、管理業務の処理に必要な経費を、指定管理料によって賄うものとする。ま

た、指定管理料の額及び支払方法は、指定管理者が提出する事業計画書及び収支予算書に基

づき、市と指定管理者とが協議し、双方で締結する協定において定める。

指定管理料の参考価格（上限額）の指定期間総額は、２４９，３４９，２３６円
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７ 市と指定管理者との責任の分担

次の表の左欄に掲げる事項に係る市と指定管理者との責任の区分は、同表の右欄に定める

とおりとする。

事 項 責任の区分

施設等の損傷 施設等の管理上の瑕疵に係るもの
か し

指定管理者

上記以外のもの 事案の原因ごとに判断し、市

と指定管理者とが協議して定

める。

利用者（これに準ず

るものを含む。以下

この表において同

じ。）への損害賠償

施設等の管理上の瑕疵に係るもの 指定管理者

上記以外のもの 事案の原因ごとに判断し、市

と指定管理者とが協議して定

める。

施設等の修繕 施設等の修繕（資産価値の向上又

は耐用年数の延長につながる、一

につきおおむね１０万円以上のも

の）

市

上記以外のもの 指定管理者

施設等に係る火災保険及び災害保険への加入 市

利用者に係る損害賠償保険（指定管理者を被保険者とみ

なす取扱いがあるものに限る。）への加入

市（なお、左記に該当しない損

害賠償保険については、市は

加入しない。）
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８ その他の条件

(１) 指定管理者は、指定管理対象施設の管理業務を開始する日までに、市及び現に当該管

理業務を行っている株式会社大幸電設から事務引継ぎを受けなければならない。

(２) 市は、災害の発生その他特別の事情がある場合は、指定管理対象施設の施設等を優先

的に使用することがある。この場合において、指定管理者は、これに協力しなければなら

ない。

(３) 指定管理者は、施設の利用状況、社会情勢の変化その他の事由により、施設の構造、

設備、用途その他の施設内容を変更する必要が生じた場合、必要な資料の作成、実地調査

の実施又は情報の提供に積極的に協力しなければならない。

９ 応募資格等

(１) 応募資格

指定管理対象施設の指定管理者に応募することができる者は、法人その他の団体（以下

「法人等」という。）でなければならない。ただし、次に掲げる事項のいずれかに該当す

る法人等は、指定管理者の指定を受けることができない。

ア 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

イ 地方自治法第２４４条の２第１１項の規定により指定管理者の指定を取り消され、そ

の取消しの日から２年を経過しないもの

ウ 当該法人等における無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役若しくはこれらに

準ずべき者、支配人又は清算人のうちに、次のいずれかに該当する者があるもの

（ア） 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

（イ） 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなっ

た日から２年を経過しない者

（ウ） 公務員であった者であって、懲戒免職の処分を受け、その処分の日から２年を経過

しないもの

（エ） 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第６号に規定する暴力団員をいう。（オ）において同じ。）

（オ） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する

暴力団をいう。）若しくは暴力団員の利益につながる活動を行う者又はこれらと密接

な関係を有する者

(２) 複数の法人等による応募

指定管理対象施設の管理業務を効果的かつ効率的に行うために必要な場合は、複数の法

人等（以下「グループ」という。）が共同して応募することができる。この場合において

は、次に掲げる事項に留意しなければならない。

ア グループの構成団体を特定し、グループの名称及びグループ内で代表となる法人等を

定めること。
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イ 単独で応募した法人等は、グループの構成団体として応募することができないこと。

ウ 複数のグループにおいて、同時に構成団体となることはできないこと。

10 応募の方法

指定管理対象施設の指定管理者に応募しようとする者は、次により指定申請書その他の書

類（以下「応募書類」という。）を市長に提出しなければならない。

(１) 応募書類の受付期間

令和８年８月１７日（月）から同年９月２５日（金）まで

(２) 応募書類の提出方法等

ア 応募書類の提出方法は、持参又は郵便若しくは信書便によること。なお、郵便又は信

書便による提出にあっては、令和８年９月２５日（金）午後５時必着とする。

イ 応募書類の提出先は、米子市都市整備部建設企画課（所在地等は、第 17項参照）と

する。

(３) 応募書類の種類

提出する応募書類の種類は、次のとおりとする。なお、グループによる応募の場合にあ

っては、エからコまで及びシに掲げる応募書類は、各構成団体について提出すること。

ア 指定申請書（別添(７)）

イ 事業計画書（別添(８)）

ウ 収支予算書（別添(９)（収支予算書の収入及び支出の項目については、可能な限り市

の作成した過去の決算書の項目に倣い、経費ごとに比較しやすいように作成すること。））

エ 定款又は寄附行為の写し及び登記事項証明書（法人以外の団体にあっては、会則その

他これに類するものの写し）

オ 申請の日を含む事業年度の直前の２事業年度に係る法人税法施行規則（昭和 40 年大

蔵省令第 12号）別表１の各事業年度の所得に係る申告書の写し及び勘定科目内訳明細

書（当該申請を行う法人その他の団体が法人税の確定申告を行っている場合に限る。)

カ 申請の日を含む事業年度の直前の２事業年度に係る貸借対照表、財産目録、損益計算

書及び収支決算書又はこれらに相当する書類

キ 指定管理者の指定についての欠格条項に該当しないことを説明した書類（別添(10)の

「申立書」によること。）

ク 指定管理業務等管理実績一覧表（別添(11)の様式によること。）

ケ 社会的責任の遂行に関する取組実績一覧表（別添(12)の様式によること。）

コ 労働環境確認表（別添(13)の様式によること。）

サ グループによる応募の場合にあっては、グループの名称、各構成団体の名称及び代表

となる法人等の名称を明示した書類（別添(14)の「グループ構成団体一覧表」によるこ

と。）

シ 役員等調書兼照会承諾書（別添(15)の様式によること。）
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ス 経営困難時の方策（別添(16)の様式によること。）

(４) 応募書類の提出部数

正本１部及び副本１部（製本をしないもの）を提出すること。副本は、正本を複写して

作成して差し支えない。

(５) 応募に当たっての留意事項

ア 応募書類のほかに、必要に応じて、追加資料の提出を依頼することがある。

イ 応募書類及び追加資料は、返却しない。

ウ 応募書類及び追加資料は、米子市情報公開条例に基づき、公開することがある。

エ 受付期間の終了後における応募書類及び追加資料の再提出又は差し替えは、原則とし

て認めない。

オ 応募書類及び追加資料の作成及び提出に要する費用は、全て応募する法人等の負担と

する。

カ 応募書類に記載漏れ、虚偽の記載等があった場合は、審査段階において失格とされ、

又は指定が取り消されることがある。

11 説明会の開催

指定管理対象施設の概要、管理業務の内容等の説明を行うため、次により現地説明会を開

催する。

(１) 日 時 令和８年９月２日（水） 午後２時から

(２) 場 所 米子市弥生町２番地 米子駅前地下道エスカレーター下集合

(３) 申込方法 令和８年８月２６日（水）までに、別添(17)の「米子市駐車場駐輪場等

説明会参加申込書」を持参、郵送又は電子メールにより、米子市都市整

備部建設企画課（所在地等は、第 17項参照）に提出すること。なお、電

話による申込みは、受け付けない。

12 指定管理者の候補者の選定

(１) 選定方法

市長は、応募があった法人等のうちから、指定管理者の候補者（以下「候補者」という。）

を選定する。なお、候補者の選定に当たっては、あらかじめ、学識経験者等の委員で構成

する米子市指定管理者候補者選定委員会の意見を聴く。

(２) 選定基準

候補者の選定は、次に掲げる選定基準に基づき行う。なお、当該選定基準の詳細は、別

添(18)の「指定管理者候補者選定基準」のとおりとする。

ア 事業計画書による指定管理対象施設の運営が、指定管理対象施設の使用者又は利用者

の平等な使用又は利用を確保するものであること。

イ 事業計画書の内容が、指定管理対象施設の効用を最大限に発揮させるものであるとと
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もに、指定管理対象施設の管理業務に係る経費の節減を図るものであること。

ウ 当該応募した法人等が、事業計画書に沿った指定管理対象施設の管理を安定して行う

能力を有するものであること。

(３) 地元事業者に対する優遇措置

地元事業者の指定管理者制度への参入の機会を増やし、地域経済の活性化を目的と

して、地元事業者に対し、本選考時の総合得点に以下の優遇措置を設ける。

なお、共同事業体等、グループで応募があった場合については、代表者が市内業者、

準市内業者かで判断する。

(４) 審査方法等

選定に伴う応募書類及び応募した法人等の審査は、書類審査によるものとする。なお、

応募書類の内容については、面接による聴取りを行う。また、追加資料の提出依頼を行う

場合がある。

(５) 候補者の決定

市長は、候補者を決定した場合は、その結果を応募した法人等の全てに書面で通知する

とともに、公表する。なお、候補者の決定に当たっては、市との交渉権を有する複数の法

人等を順位を付して定め、第１順位の交渉権を有する法人等から順に指定の条件等の詳細

を協議し、協議が調ったものを当該候補者に決定する場合がある。

13 選定前評価について

市民サービスの向上を目的に、本指定期間中の令和９年度から令和１１年度まで（３年分）

のモニタリング結果に対して、評価を行い、その結果に応じて加点又は減点を次回(令和１

３年度)選定時に行う。

＜90 点×3年＝270 点満点＞

区分 基準 優遇措置の内容

市内業者 米子市内に本社又は本店を有する事業者 総合評定に２点加算する。

準市内業者 米子市外に本社又は本店を有するが、米子市

内に支社、支店、営業所等を有し、その代表

者に見積り、入札、契約締結、納入、代金の

請求・受領その他契約履行に関する権限が与

えられた者がいる事業者

総合評定に１点加算する。

評価結果 選定時における実施の内容

合計得点が 243 点以上 総合評定に 2点加点する。

合計得点が 230 点以上 243 点未満 総合評定に 1点加点する。
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※加点又は減点は、今回指定した指定管理者が、指定管理対象施設の次回の指定管理者の指

定に応募した場合に限り行う。

14 指定管理者の指定の議決

指定管理者の指定は、候補者を指定管理対象施設の指定管理者とする旨の議案を令和８年

１２月に開催される予定の米子市議会定例会に上程し、その議決を受けて行うものとする。

その際、当該議案の審査のため、候補者に係る市の審査結果に関する資料等を、米子市議

会に提出する。

15 協定の内容等に係る協議

市と指定管理者との間に締結する協定の内容その他指定管理者に指定管理対象施設の管

理業務を行わせるために必要な事項の具体的な協議については、前項の議決後において、速

やかに行うものとする。

16 別添書類の一覧

(１) 米子駅前地下駐車場・駐輪場施設内訳

(２) 米子駅前地下駐車場・駐輪場平面図

(３) 施設運営状況

(４) 米子駅南駐車場・駐輪場平面図

(５) 米子駅前地下駐輪場対象施設範囲図

(６) 保守点検業務一覧表

(７) 指定申請書の様式

(８) 事業計画書の様式

(９) 収支予算書の様式

(10) 申立書の様式

(11) 指定管理業務等管理実績一覧表の様式

(12) 社会的責任の遂行に関する取組実績一覧表の様式

(13) 労働環境確認表の様式

(14) グループ構成団体一覧表の様式

(15) 役員等調書兼照会承諾書の様式

(16) 経営困難時の方策

(17) 説明会参加申込書の様式

合計得点が 162 点以上 230 点未満 加点・減点無し。

合計得点が 135 点以上 162 点未満 総合評定から 1点減点する。

合計得点が 135 点未満 総合評定から 2点減点する。
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(18) 指定管理者候補者選定基準

(19) 基本協定書【例】

(20) 年度協定書【例】

(21) モニタリング基本方針

17 問合せ先及び応募書類の提出先

米子市都市整備部建設企画課総務担当

［所在地］〒６８３－００５４ 鳥取県米子市糀町一丁目１６０番地

［電話番号］０８５９－２３－５２４４

［電子メールアドレス］kensetsukikaku@city.yonago.lg.jp

18 その他

この募集要項及び指定申請書等の様式は、本市のホームページからダウンロードすること

ができる。

［ホームページＵＲＬ］https://www.city.yonago.lg.jp/48895.htm



米子駅前地下駐車場・駐輪場施設内訳

種 別 施 設 名 構 造 ・ 規 格 数 量

１建 物
鉄筋コンクリート造

地下２階２層

延べ面積 ７８９５．７８㎡

管 理 室

休 養 室

便 所

階 段

給 気 機 械 室

排 気 機 械 室

消 火 設 備 室

電 気 室

駐車場・駐輪場各１か所

男子・女子、身障者各１か所

２か所

１か所

３か所

４か所

２か所

２か所

１か所

１か所

２昇降機設備 エレベーター

エスカレーター

身障者対応

上下各１基

１基

２基

３駐車設備 自 走 式

警 報 装 置

〃

ハートフル１台・身障者用２台含

む

満空車表示灯

出庫警報灯

１０２台

３か所

１か所

４駐輪設備
自 転 車

原 付 自 転 車

２段ラック式

〃

９８０台

２０台

５電気設備 自 家 発 電

受 電 設 備

駐車場管制設備

自動火災報知器

テレビモニター

カ メ ラ

照 明 設 備

感知器ヘッド

一式

一式

一式

３２８個

１台

２６台

一式

６機械設備 給・排気設備

排 煙 設 備

消 火 設 備

〃

〃

〃

機械式 デリベント循環方式

機械式 排煙口

泡消火ヘッド

感知ヘッド

スプリンクラーヘッド

移動式粉末消火器

一式

３４か所

１，２０５か所

４０７か所

１３０か所

６か所

別添⑴



Ｂ１Ｆ ２５台

Ｂ２Ｆ ７７台

別添⑵



別添⑶

施設運営状況

米子駅前地下駐車場運営状況

１ 施設等の利用状況

２ 管理体制及び職員の配置状況

(1) 管理体制（令和４年４月１日～令和９年３月３１日）

米子駅前地下駐車場の管理業務は、地方自治法に基づく指定管理者制度により、株

式会社大幸電設を指定管理者に指定した。

(2) 職員の配置状況（令和８年３月３１日現在）

米子駅前地下駐車場の現場管理に従事した株式会社大幸電設の職員の配置状況は、

次のとおりである。

営業時間 午前５時から午後１２時まで

総括責任者（１人） 副責任者（１人） 管理職員（６人）

※総括責任者は、万能町駐車場、米子駅前地下駐車場、米子駅前地下駐輪場、米子

駅南駐車場及び米子駅南駐輪場の統括責任者を兼任している。副責任者は、万能

町駐車場、米子駅前地下駐車場、米子駅前地下駐輪場、米子駅南駐車場及び米子

駅南駐輪場の副責任者を兼任している。管理職員は、万能町駐車場の巡回点検者

及び米子駅南駐車場の管理職員を兼任している。

３ 指定管理者の収入及び支出に係る決算の状況（令和７年度）

米子駅前地下駐車場の管理業務の収入及び支出に係る決算の状況は、次のとおりであ

る。

(1) 収入の部

年度 利用台数（台） 収入額（円）

（回数券販売収入含む）

備考

普通駐車 定期駐車

（年間契約数）

Ｒ７ １２３，９６１ ４２０ ３４，２８８，８００

Ｒ６ １３０，６９６ ４１５ ３３，５３０，８１０

Ｒ５ １５０，０７５ ３５６ ３３，８２５，０８０

科 目 決算額（円） 備 考

市費（指定管理料） ２５，４１５，０００

収入額の合計 ２５，４１５，０００



(2) 支出の部

（注）上記支出額は、株式会社大幸電設が支払ったもののみを記載しており、建物損害

保険料等市が直接支出したものは含んでいない。

科 目 決算額（円） 備 考

人件費 １２，０５１，７６７

委託費

（内訳）消防設備保守

エレベーター設備保守

管制機器保守

設備維持管理

機械警備

清掃その他

２，４８３，６３４

４９５，０００

７９２，０００

２４０，０００

３４８，７００

１０４，３５８

５０３，５７６

運営費

（内訳）光熱水費

事業費

修繕費

消耗品費

印刷費

通信費

保険料

租税公課

諸経費

１０，８０４，６５８

６，２３６，７４１

６３０，５３５

６８，４２０

９８４，２８０

２３１，０４０

２８２，３０４

１２９，６４０

１，１０５，０００

１，１３６，６９８

支出額の合計 ２５，３４０，０５９



米子駅南駐車場運営状況

１ 施設等の利用状況

２ 管理体制及び職員の配置状況

(1) 管理体制（令和５年７月３０日～令和９年３月３１日）

米子駅南駐車場の管理業務は、地方自治法に基づく指定管理者制度により、株式会

社大幸電設を指定管理者に指定した。

(2) 職員の配置状況（令和８年３月３１日現在）

米子駅南駐車場の現場管理に従事した株式会社大幸電設の職員の配置状況は、次の

とおりである。

営業時間 ２４時間

総括責任者（１人） 副責任者（１人） 管理職員（６人）

※総括責任者は、万能町駐車場、米子駅前地下駐車場、米子駅前地下駐輪場、米子

駅南駐車場及び米子駅南駐輪場の統括責任者を兼任している。副責任者は、万能

町駐車場、米子駅前地下駐車場、米子駅前地下駐輪場、米子駅南駐車場及び米子

駅南駐輪場の副責任者を兼任している。管理職員は、万能町駐車場の巡回点検者

及び米子駅前地下駐車場の管理職員を兼任している。

３ 指定管理者の収入及び支出に係る決算の状況（令和７年度）

米子駅南駐車場の管理業務の収入及び支出に係る決算の状況は、次のとおりである。

(1) 収入の部

年度 利用台数（台） 収入額（円）

（回数券販売収入含む）

備考

普通駐車 定期駐車

（年間契約数）

Ｒ７ ５１，８４６ ７，５５３，１００

Ｒ６ ５０，８２９ ６，３４１，６００

Ｒ５ １０，４１２ ２，４５４，９９０ 令和５年７月30日供用開始

科 目 決算額（円） 備 考

市費（指定管理料） １，１６０，８００

収入額の合計 １，１６０，８００



(2) 支出の部

（注）上記支出額は、株式会社大幸電設が支払ったもののみを記載しており、建物損害

保険料等市が直接支出したものは含んでいない。

科 目 決算額（円） 備 考

人件費 ３８１，３９５

委託費

（内訳）管制機器保守

機械警備

５４７，４４０

３６０，０００

１８７，４４０

運営費

（内訳）事業費

修繕費

印刷費

通信費

除雪費

保険料

租税公課

諸経費

３２１，２０７

２３，６８９

３１，６８０

５，０００

２，８６０

１８６，０７６

２，０６０

６０，０００

９，８４２

支出額の合計 １，２５０，０４２



米子駅前地下駐輪場運営状況

１ 施設等の利用状況

２ 管理体制及び職員の配置状況

(1) 管理体制（令和４年４月１日～令和９年３月３１日）

米子駅前地下駐輪場の管理業務は、地方自治法に基づく指定管理者制度により、株

式会社大幸電設を指定管理者に指定した。

(2) 職員の配置状況（令和８年３月３１日現在）

米子駅前地下駐輪場の現場管理に従事した株式会社大幸電設の職員の配置状況は、

次のとおりである。

営業時間 午前５時から午後１２時まで

総括責任者（１人） 副責任者（１人） 管理職員（８人）

※総括責任者は、万能町駐車場、米子駅前地下駐車場、米子駅前地下駐輪場、米子

駅南駐車場及び米子駅南駐輪場の統括責任者を兼任している。副責任者は、万能

町駐車場、米子駅前地下駐車場、米子駅前地下駐輪場、米子駅南駐車場及び米子

駅南駐輪場の副責任者を兼任している。管理職員は、米子駅南駐輪場の管理職員

を兼任している。

３ 指定管理者の収入及び支出に係る決算の状況（令和７年度）

米子駅前地下駐輪場の管理業務の収入及び支出に係る決算の状況は、次のとおりであ

る。

(1) 収入の部

年度 利用台数（台） 収入額（円）

（回数券販売収入含む）

備考

普通駐輪 定期駐車

（年間契約数）

Ｒ７ ９，３２０ １，０７９ ６，２２３，３７０

Ｒ６ １０，２５８ １，０４９ ６，３３９，９４０

Ｒ５ １２，０８８ １，１６６ ７，０８３，８１０

科 目 決算額（円） 備 考

市費（指定管理料） １５，４１０，０００

収入額の合計 １５，４１０，０００



(2) 支出の部

（注）上記支出額は、株式会社大幸電設が支払ったもののみを記載しており、建物損害

保険料等市が直接支出したものは含んでいない。

科 目 決算額（円） 備 考

人件費 ８，７８５，９９１

委託費

（内訳）消防設備保守

エスカレーター整備保守

設備維持管理

機械警備

１，７２６，５７３

１６５，０００

１，３７７，７５０

１４０，３４１

４３，４８２

運営費

（内訳）光熱水費

事業費

消耗品費

印刷費

通信費

保険料

租税公課

諸経費

４，５０４，５６２

２，８９９，５６９

５４，３５６

１９６，８５６

９０，２５０

１１，２９２

６４，８２０

５２０，０００

６６７，４１９

支出額の合計 １５，０１７，１２６



米子駅南駐輪場運営状況

１ 施設等の利用状況

２ 管理体制及び職員の配置状況

(1) 管理体制（令和５年７月２９日～令和９年３月３１日）

米子駅南駐輪場の管理業務は、地方自治法に基づく指定管理者制度により、株式会

社大幸電設を指定管理者に指定した。

(2) 職員の配置状況（令和８年３月３１日現在）

米子駅南駐輪場の現場管理に従事した株式会社大幸電設の職員の配置状況は、次の

とおりである。

営業時間 ２４時間

総括責任者（１人） 副責任者（１人） 管理職員（８人）

※総括責任者は、万能町駐車場、米子駅前地下駐車場、米子駅前地下駐輪場、米子

駅南駐車場及び米子駅南駐輪場の統括責任者を兼任している。副責任者は、万能

町駐車場、米子駅前地下駐車場、米子駅前地下駐輪場、米子駅南駐車場及び米子

駅南駐輪場の副責任者を兼任している。管理職員は、米子駅前地下駐輪場の管理

職員を兼任している。

３ 指定管理者の収入及び支出に係る決算の状況（令和７年度）

米子駅南駐輪場の管理業務の収入及び支出に係る決算の状況は、次のとおりである。

(1) 収入の部

年度 利用台数（台） 収入額（円）

（回数券販売収入含む）

備考

普通駐輪 定期駐車

（年間契約数）

Ｒ７ ６，１０２ ８３ １，３２６，１７０

Ｒ６ ５，８３５ ４５ １，０８１，５４０

Ｒ５ ２，２３２ ２６ ４５０，２６０ 令和５年７月 29 日供用開始

科 目 決算額（円） 備 考

市費（指定管理料） １，９０１，２００

収入額の合計 １，９０１，２００



(2) 支出の部

（注）上記支出額は、株式会社大幸電設が支払ったもののみを記載しており、建物損害

保険料等市が直接支出したものは含んでいない。

科 目 決算額（円） 備 考

人件費 ７４０，９９６

委託費

（内訳）管制機器保守

機械警備

９００，０００

２４０，０００

６６０，０００

運営費

（内訳）事業費

修繕費

印刷費

通信費

保険料

租税公課

諸経費

２２０，９９３

２０，５３１

８８，８８０

２５，０００

２，８６０

４１２

６８，０００

１５，３１０

支出額の合計 １，８６１，９８９



別添⑷　米子駅南駐車場・駐輪場平面図



米子駅前地下道　管理区分



保守点検業務一覧表

施設名 設備名 数量 保守点検等業務内容 その他

地
下
駐
車
場
・
地
下
駐
輪
場
共
通

⑴消防関係設備

⑵空調設備

⑶業務用エアコン

⑷非常用自家発電機

⑸自家用電気工作物

⑹屋外広告物

一式

一式

２基

一式

一式

⑴消防法の規定を遵守した保

守点検業務

⑵適正稼働に必要な保守点検

業務

⑶フロン排出抑制法の規定を

遵守した保守点検業務

⑷適正稼働に必要な保守点検

業務

⑸異常等の早期発見のための

日常的な目視点検業務

⑹鳥取県屋外広告物条例等の

規定を遵守した安全点検業務

⑴点検結果報告書を米子市

に提出すること。

⑵保守点検を定期的に実施

すること。

⑶点検・整備記録簿を適正

に管理すること。

⑷燃料の補充及び保守点検

を定期的に実施し、必要

に応じ米子市に提出する

こと。

⑸保安管理業務は米子市が

実施する。

⑹点検結果記録票を米子市

に提出すること。

地
下
駐
車
場

⑴パーキングシステム

⑵エレベーター

一式

１基

⑴適正稼働に必要な保守点検

業務

⑵関係法令の規定を遵守した

定期検査及び保守点検業務

⑵月に１回以上の保守点検

及び年に１回以上の定期

検査を行うこと。

地
下
駐
輪
場

（
地
下
通
路
の
一
部
含
む
）

⑴エスカレーター

⑵定期更新機

⑶自転車搬送機

２基

１基

６基

⑴関係法令の規定を遵守した

定期検査及び保守点検業務

⑵適正稼働に必要な保守点検

業務

⑶異常等の早期発見のための

日常的な目視点検業務

⑴月に１回以上の保守点検

及び年に１回以上の定期

検査を行うこと。

⑶保守点検は米子市が実施

する。

米
子
駅
南
駐
車
場

⑴パーキングシステム 一式
⑴適正稼働に必要な保守点検

業務

別添⑹



※ここに記載されていない施設等についても、適正稼働に必要な範囲で指定管

理者の負担により保守点検業務を実施すること。

米
子
駅
南
駐
輪
場

⑴駐輪場システム 一式
⑴適正稼働に必要な保守点検

業務



別添(7)

別記様式（第２条関係）

令和 年 月 日

指定申請書

米子市長 伊 木 隆 司 様

名 称

申請者 所 在 地

代表者氏名 ○印

連絡先（電話番号）

地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項の規定による指定管理者の指定

を受けたいので、米子市公の施設の指定管理者の指定の手続等を定める条例（平成17年米

子市条例第26号）第４条第１項の規定により申請します。

管理を行おうとする市の施設の名称

米子駅前地下駐車場、米子駅前地下駐輪場、米子駅南駐車場、米子駅南駐輪場

※ 添付書類

１ 当該市の施設の管理業務に関する事業計画書及び収支予算書

２ 定款又は寄附行為の写し及び登記事項証明書（法人以外の団体にあっては、会則

等の写し）

３ 条例第４条の規定による申請の日を含む事業年度の直前の２事業年度に係る次

に掲げる書類

ア 法人税法施行規則（昭和40年大蔵省令第12号）別表１の各事業年度の所得に係

る申告書の写し及び勘定科目内訳明細書（当該申請を行う法人その他の団体が

法人税の確定申告を行っている場合に限る。）

イ 貸借対照表、財産目録、損益計算書及び収支決算書又はこれらに相当する書

類

４ 条例第５条各号の規定に該当しないことを説明した書類

５ １から４までに掲げるもののほか、市長が必要と認める書類



別添(8)事業計画書

米子駅前地下駐車場・米子駅前地下駐輪場・米子駅南駐車場・

米子駅南駐輪場の管理業務に関する事業計画書

〔施設の管理業務に対する基本方針〕

〔指定管理者の指定を申請した理由〕

〔施設の現状に対する認識及び今後の在り方〕



別添(8)事業計画書

〔施設の管理業務に係る職員体制〕

１ 管理体制（組織図・職員数）

２ 研修計画（事業に関するもの、接遇に関するもの等）

３ 緊急時の対応

(１) 防犯、防災に対する態勢

(２) その他の緊急事態に対する態勢

〔情報の公開を行うための措置〕

〔個人情報を保護するための措置〕



別添(8)事業計画書

〔施設の運営に関する事項〕

１ 使用者・利用者に対するサービス向上策

２ 使用者・利用者の要望の把握及びその実現策

３ 経費節減のための方策

４ 施設の管理業務のうち第三者に行わせる業務



別添(9)収支予算書

注）指定の期間の各年度について作成すること。

米子駅前地下駐車場・米子駅前地下駐輪場・米子駅南駐車場・

米子駅南駐輪場の管理業務に関する収支予算書（令和 年度）

収 入 （千円） 支 出 （千円）

項 目 金 額 項 目 金 額

合 計 合 計



別添(10)

令和 年 月 日

申 立 書

米子市長 伊 木 隆 司 様

名 称

申立者 所 在 地

代表者氏名 ○印

（記名押印してください）

指定管理者の応募に当たり、次のとおり申し立てます。

記

当社（団体）は、米子市公の施設の指定管理者の指定の手続等を定める条例（平成１７年

米子市条例第２６号）第５条に規定する指定管理者の指定に係る欠格条項のいずれにも該

当しません。

（欠格条項）

第５条 次の各号のいずれかに該当する法人等は、指定管理者の指定を受けることができな

い。

(１) 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

(２) 法第244条の２第11項の規定により指定を取り消され、その取消しの日から２年を経

過しないもの

(３) 当該法人等における無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役若しくはこれら

に準ずべき者、支配人又は清算人のうちに、次のいずれかに該当する者があるもの

ア 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

イ 拘禁刑以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなっ

た日から２年を経過しない者

ウ 公務員であった者であって、懲戒免職の処分を受け、その処分の日から２年を経過

しないもの

エ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）

第２条第６号に規定する暴力団員をいう。オにおいて同じ。）

オ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する

暴力団をいう。）若しくは暴力団員の利益につながる活動を行う者又はこれらと密接

な関係を有する者
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指定管理業務等管理実績一覧表（委託管理、ＰＦＩ等を含め、過去５年間に行っ

た全ての業務について記載すること。）

※地方公共団体名、施設名、評価又は処分、勧告の内容等を記載すること。

※グループによる管理（コンソーシアム）の事例も記載すること。

※記載漏れ、虚偽の記載等があった場合は、審査段階において失格とされ、又は指定が取り

消されることがある。

適正に管理を行った事例 地方公共団体から処分、警告、勧告等を

受けた事例

・（地方公共団体名）

・（施設概要：施設名、指定期間、指定

管理者の選定方法、施設の設置目的、

主な実施事業等）

・（評価を受けた内容を具体的に記載）
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社会的責任の遂行に関する取組実績一覧表（障がい者雇用促進、男女共同参画推

進、環境保護、地域活性化等、過去５年間の取組について記載すること。）

※記載漏れ、虚偽の記載等があった場合は、審査段階において失格とされ、又は指定が取り

消されることがある。

制度・取組の概要 過去５年間の実績

【例】

・（障がい者の雇用促進の取組）

・（男女共同参画推進の制度）

・（環境保護活動）

・（地域活性化の取組）

【例】

・（障がい者雇用率）

・（育児休業の取得実績）

・（環境ボランティア活動の実績）

・（住民活動への参加実績）
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労働環境確認表（使用している全ての労働者の労働環境について、本表提出時の

実態に基づいて記入すること。）

※【基準法○○】：労働基準法第○○条・【安全法○○】：労働安全衛生法第○○条

使用している労働者数 総数

人

うち正職員

人

うちﾊﾟｰﾄ・ｱﾙﾊﾞｲﾄ

人

うち左記以外の職員

人

区分 確認項目 確認結果

１ 労働条件 ⑴ 労働契約に定める労働条件は、労働基準法で定める基準による適正

な内容である。【基準法１３】

はい・いいえ

⑵ 労働契約の締結に際し、労働者に対して労働条件を明示している。

【基準法１５】

はい・いいえ

⑶ 就業規則を作成し、労働基準監督署に届け出ている。【基準法８９】

（常時１０人以上の労働者を使用する使用者以外の使用者は対象外）

はい・いいえ

対象外

⑷ 就業規則を労働者に周知させている。【基準法１０６】

（常時１０人以上の労働者を使用する使用者以外の使用者は対象外）

はい・いいえ

対象外

２ 労働時間 ⑴ 労働時間の管理並びに休憩、休日及び年次有給休暇の付与を適正に

行っている。【基準法３２・３４・３５・３９】

はい・いいえ

⑵ 時間外及び休日の労働に関する協定（３６協定）を締結し、労働基

準監督署に届け出ている。【基準法３６】

はい・いいえ

対象外

３ 保険加入

・安全衛生

⑴ 労働保険及び社会保険の加入等の手続を適正に行っている。 はい・いいえ

⑵ 常時使用する労働者に対し、雇入時の健康診断及び定期健康診断を

行っている。【安全法６６】

はい・いいえ

４ 賃金 ⑴ 賃金の全額を、直接労働者に、毎月１回以上、一定の期日を定めて

支払っている。【基準法２４】

はい・いいえ

⑵ 時間外、休日及び深夜の割増賃金を適正に支払っている。

【基準法３７】

はい・いいえ

⑶ 賃金台帳を調製し、これに基づき適正に賃金計算を行っている。

【基準法１０８】

はい・いいえ

⑷ 使用している全ての労働者の賃金単価で最も低いものは、右欄のと

おりである。

円/時間

地域＿＿＿＿＿

業種＿＿＿＿＿
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【特記事項】（確認結果が「いいえ」の項目について、その理由、改善予定等を記入すること。）

【記入要領】

１ 各項目の確認結果の欄の「はい」、「いいえ」又は「対象外」のうち、該当するものを○で囲むこと。た

だし、区分４の確認項目⑷の確認結果の欄には、金額並びに支払われる地域（都道府県）及び業種を記

入すること。

２ 区分４の確認項目⑷の確認結果の欄に記入する金額は、次の計算方法によること。

⑴ 時間給制の場合…時間給

⑵ 日給制の場合…日給÷１日の所定労働時間

⑶ 月給制の場合…月給÷１か月平均所定労働時間

ただし、次の賃金を除外する。

① 臨時に支払われる賃金（結婚手当など）

② １か月を超える期間ごとに支払われる賃金（賞与など）

③ 所定労働時間を超える時間の労働に対して支払われる賃金（時間外割増賃金など）

④ 所定労働日以外の日の労働に対して支払われる賃金（休日割増賃金など）

⑤ 午後１０時から午前５時までの間の労働に対して支払われる賃金のうち、通常の労働時間の賃金

の計算額を超える部分（深夜割増賃金など）

⑥ 精皆勤手当、通勤手当及び家族手当

※ 記載漏れ、虚偽の記載等があった場合は、審査段階において失格とされ、又は指定が取り消されるこ

とがある。
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グループ構成団体一覧表

グループの名称

代表となる法人

等

名 称

所 在 地

代表者氏名

連 絡 先 （電話番号）

他の構成団体 名 称

所 在 地

代表者氏名

連 絡 先 （電話番号）

他の構成団体 名 称

所 在 地

代表者氏名

連 絡 先 （電話番号）

他の構成団体 名 称

所 在 地

代表者氏名

連 絡 先 （電話番号）

他の構成団体 名 称

所 在 地

代表者氏名

連 絡 先 （電話番号）
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役員等調書兼照会承諾書

年 月 日

米 子 市 長 様

（届出者）

所 在 地

商号又は名称

職・氏名 ㊞

（法人の場合は記名押印してください）

次の役員等調書の記載事項については、事実と相違ないことを誓約するとと

もに、この調書に記載した者について、米子市の行政事務からの暴力団等の排

除を目的として、鳥取県米子警察署に照会されることを承諾します。

【注意事項】

１ 役員等（当該法人等における無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役若しくは

これらに準ずべき者、支配人又は清算人）の氏名、生年月日等を記載してください。

２ 提出された氏名、生年月日等の個人情報は、暴力団、暴力団員又はこれらの利益につ

ながる活動を行い、若しくはこれらと密接な関係を有する者ではないことの確認のため

に利用します。

３ この名簿は、２の確認のために使用し、それ以外の目的には使用しません。

役職等 氏 名 ふりがな 生年月日
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法人等による管理継続が困難になった場合に対処する方策（グループによる管

理、関係団体による事業計画等の承継など）はあるか。

※リスク回避及び事業継続を可能とする対応策を記述すること。

〔グループの場合〕

【例】

・（構成団体間の事業内容・規模が当該法人等の規模に見合った業務分担かつ

適正な事業運営となっているか。）

・（リスク分散及びリスク回避を可能とする対処法）

〔単独事業者の場合〕

【例】

・（事業の継承が必要となった場合、短期間に滞りなく移行可能な対応策、そ

の際、事業計画及び収支予算等についての事業継続も可能とするもの）
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米子市駐車場駐輪場等説明会 参加申込晝

下記のとおり、説明会への参加を申し込みます。

1 申込者の情報 申込日 令和 年 月 日

団体名

所在地

所属•職名

担当者氏名

電話番号

メールアドレス

２ 説明会参加者の情報

参加者職•氏名

※参加者は、1団体につ

き、2人以内とします。

緊急時の連絡先
電話(携帯)番号

（質問等）

※質問がある場合は、ご記入ください。

※「〇〇駐車場 募集要項又は資料名・ページ・項目等」など、具体的にご記入くだ

さい。
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優
やや

優れて
いる

普
通

やや
劣って
いる

劣

5 4 3 2 1

5 4 3 2 1

5 4 3 2 1

5 4 3 2 1

5 4 3 2 1

10 8 6 4 2

5 4 3 2 1

10 8 6 4 2

5 4 3 2 1

5 4 3 2 1

5 4 3 2 1

10 8 6 4 2

5 4 3 2 1

5 4 3 2 1

5 4 3 2 1

5 4 3 2 1

5 4 3 2 1

5 4 3 2 1

米子駅前地下駐車場・米子駅前地下駐輪場・米子駅南駐車場・米子駅南駐輪場指定管理者候補者
選定基準

評定（数値は配点）

１　事業計画書による施設の運営が、施設の使用者又は利用者の平等な使用又は利用を確保するものであ
ること。（１５点）

２　事業計画書の内容が、施設の効用を最大限に発揮させるものであること。（２５点）

３　事業計画書の内容が、施設の管理業務に係る経費の節減を図るものであること。（２５点）

４　当該法人等が、事業計画書に沿った施設の管理を安定して行う能力を有するものであること。（４０
点）

総合評定（１０５点）

　地元事業者に対する優遇措置

総合評定（１０７点）

選定基準

(1) 関係する法律及び条例等に基づく施設の管理基準を理解し、遵守が見込まれるか。

(2) 特定の団体等を優遇するおそれはないか。（使用許可事務の代行又は取次ぎをさせない場合は、
「普通」とする）

(3) 情報公開及び個人情報保護に係る措置が適切に講じられる見込みがあるか。

(1) 施設の管理業務に対する基本方針は適切か。

(2) 施設の現状を正しく認識し、今後の在り方について具体的かつ適切な提案があるか。

(3) 使用者又は利用者に対するサービス向上策は適切か。

(4) 使用者又は利用者の要望の把握及びその実現策は適切か。

(1) 管理経費の節減が図られる見込みがあるか。

(2) 経費節減のための方策は適切か。

(3) 人件費の設定は適切か。

(4) その他の管理経費の設定に無理はないか。

(1) 法人等の経営状況に問題はないか。

(2) 施設の管理業務に係る職員体制（管理体制・研修計画・緊急時の対応）は十分なものか。

(3) 施設の管理業務のうち第三者に行わせる業務は、必要最小限の範囲か。

(4) 同種の施設の管理実績があるなど必要な管理能力を期待することができるか。

(5) 障がい者雇用促進若しくは男女共同参画推進等の施策又は環境保護若しくは地域活性化等の社会貢
献活動を実施しているか。

(6) 法人等が使用する全ての労働者の労働環境は適正か。

(7) 法人等による管理継続が困難になった場合に対処する方策（共同事業体による管理、関係団体によ
る事業計画等の承継など）はあるか。

①市内業者 米子市内に本社、本店を有する事業者 2

②準市内業者
米子市外に本社、本店を有するが、米子市内に支社、支店、営業所等を有し、
その代表者に見積り、入札、契約締結、納入、代金の請求・受領その他契約履
行に関する権限が与えられた者がいる事業者

1
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米子市○○○センターの管理に関する基本協定書

米子市（以下「甲」という。）と○○○（以下「乙」という。）とは、次のとおり米子市

○○○センター（以下「センター」という。）の管理に関する協定を締結した。

第１章 総則

（趣旨）

第１条 この協定は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項及び

米子市○○○センター条例（○○年米子市条例第○○号。以下「センター条例」という。）

第○条第○項の規定に基づきセンターの指定管理者に指定された乙が行うセンターの管

理に関し、必要な事項を定めるものとする。

（信義誠実の原則）

第２条 甲及び乙は、信義に従い、誠実にこの協定を履行しなければならない。

（公共性等の尊重）

第３条 乙は、センターの設置目的、指定管理者の指定の意義並びに第６条第１項に規定

するセンターの管理に関する業務（以下「管理業務」という。）の処理に当たって求めら

れる公共性及び公平性を十分に理解し、その趣旨を尊重しなければならない。

（法令等の遵守）

第４条 乙は、管理業務の処理に当たっては、次に掲げる法令等を遵守しなければならな

い。

⑴ ○○法（○○年法律第○○号）

⑵ 地方自治法

⑶ センター条例及び米子市○○○センター条例施行規則（○○年米子市規則第○○号）

⑷ 米子市公の施設の指定管理者の指定の手続等を定める条例（平成１７年米子市条例

第２６号。以下「手続条例」という。）及び米子市公の施設の指定管理者の指定の手続

等を定める条例施行規則（平成１７年米子市規則第１８号。以下「手続規則」という。）

⑸ 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）

⑹ 米子市行政手続条例（平成１７年米子市条例第２５号）

⑺ 米子市暴力団排除条例（平成２３年米子市条例第２１号）

⑻ 前各号に掲げるもののほか、管理業務に適用される法令等

（協定の有効期間等）

第５条 この協定の有効期間は、乙の指定管理者の指定期間（以下単に「指定期間」とい

う。）である令和○○年４月１日から令和○○年３月３１日までとする。ただし、管理業

務を処理するために指定期間前に行うことが必要な事項に係る規定については、この協

定の締結の日から効力を有するものとする。

２ 管理業務に係る事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。

（管理業務の内容）

第６条 甲は、次に掲げる業務を乙に行わせる。

⑴ センターの施設、設備及び器具（以下「施設等」という。）の維持管理に関すること。

ア 施設等の保守点検、補修及び清掃

基本協定書【例】
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イ 施設等の警備

ウ ○○○の操作

エ ○○○の○○○

オ 施設等に係る経費（電気料金、ガス料金、水道料金、電話料金、○○○、下水道

使用料、○○○等）の支払

⑵ センターの施設等の利用に関すること。

ア 使用の許可（以下「使用許可」という。）に係る申請書の受付及び許可書の交付

イ 各種届出書の受付

ウ センターの使用料（以下単に「使用料」という。）の徴収、減額、免除及び還付

エ 利用者の応接

⑶ センターの利用の促進に関すること。

ア 広報活動の実施

イ イベント等の誘致

⑷ センターの設置目的に適合する自主事業（以下単に「自主事業」という。）の企画及

び実施に関すること。

ア ○○○○○○の企画及び実施

イ ○○○○○○の企画及び実施

ウ その他自主事業の企画及び実施

⑸ その他管理業務のうち、次に掲げるもの

ア 管理業務の処理に必要な体制の整備

イ 情報公開及び個人情報（個人情報の保護に関する法律第２条第１項に規定する個

人情報をいう。以下同じ。）の保護に関する措置

ウ 防犯対策、防災対策等の利用者の安全の確保に関する措置

エ 事業報告書の作成及び提出

オ 経営状況を説明する書類の作成及び提出

カ センターの施設等のモニタリングに関する甲の指示に基づく確認並びに資料等の

作成及び提出

キ 甲が指示する書類、資料等の作成及び提出並びに米子市○○○センター運営委員

会への出席

ク その他管理業務に係る庶務、経理等の事務

２ 次に掲げる業務については、甲が直接行うものとする。

⑴ センターの目的外使用の許可その他の甲に専属する権限に基づく事務に関すること。

⑵ 米子市○○○センター運営委員会の開催に関すること。

⑶ ○○○

３ 自主事業の実施に係る計画は、毎年度、別に協定を締結して定めるものとする。

（管理の基本方針）

第７条 乙は、管理業務の処理に当たっては、自らの創意工夫をいかし、利用者に対する

サービスを向上させるとともに、管理経費の縮減を図り、もって市民福祉をより一層増

進させなければならない。

２ 乙は、市民が広く利用する公の施設としてのセンターの性格を十分認識し、利用者に

とっての快適な環境づくり及びその利用の促進を目指すとともに、センターの施設等に
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ついて、日常又は定期に必要な保守業務及び点検業務を行うことにより最良の状態を維

持し、利用者の安全の確保に努めなければならない。

３ 乙は、センターの利用の促進を図るため、積極的に広報活動を実施するとともに、セ

ンターの設置目的に適合した魅力のある自主事業の企画及び実施に努めなければならな

い。

（施設等の無償使用）

第８条 乙は、センターの施設等及びセンターに備え付けられた備品（甲の所有に係るも

のに限る。）を、無償で使用することができる。

２ 乙は、センターにその所有に係る備品を備え付けようとする場合は、あらかじめ、甲

に報告しなければならない。

３ 乙は、第１項に規定するセンターの施設等及びセンターに備え付けられた備品を管理

業務の処理以外の目的のために使用してはならない。ただし、あらかじめ甲の承認を受

けた場合は、この限りでない。

（管理業務に関する甲の調査及び指示）

第９条 甲は、必要があると認めるときは、乙の管理業務の処理の状況について随時報告

を求め、又は調査をすることができる。この場合において、乙は、これに応じ、又は協

力しなければならない。

２ 甲は、必要があると認めるときは、この協定に定めるもののほか、管理業務の処理に

ついて乙に指示をすることができる。この場合において、乙は、これに従わなければな

らない。

第２章 開館時間等及び使用許可

（開館時間等）

第１０条 センターの開館時間及び休館日は、原則として、センター条例第○条及び第○

条に規定するところによる。ただし、乙において必要があると認めるときは、甲の承認

を受けて、これらを変更することができる。

（使用許可）

第１１条 乙は、センター条例に基づき、公平かつ公正に使用許可を行わなければならな

い。

２ 乙は、センター条例第○条各号のいずれかに該当する場合は、使用許可を行ってはな

らない。

３ 乙は、センター条例第○条第○項各号のいずれかに該当する場合は、使用者又は利用

者に対し、使用許可を取り消し、センターの施設等の使用若しくは利用を制限し、若し

くは停止し、センターへの入館を拒否し、又はセンターからの退館を命ずることができ

る。

（災害時等における優先的使用）

第１２条 甲は、災害の発生その他特別の事情がある場合は、センターの施設等を優先的

に使用することができる。この場合において、乙は、これに協力しなければならない。

第３章 管理業務の処理に必要な経費
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（管理業務の処理に必要な経費）

第１３条 乙は、管理業務の処理に必要な経費を、指定管理料、使用料及び自主事業の収

入によって賄うものとする。

（指定管理料）

第１４条 甲は、毎年度、甲の予算の範囲内で指定管理料を乙に支払う。

２ 指定管理料の額及び支払方法は、毎年度、別に協定を締結して定めるものとする。

（使用料）

第１５条 乙は、使用料をセンター条例第○条に規定する使用料の金額の範囲内において、

あらかじめ、甲の承認を受けて定め、センターの施設等の使用者又は利用者から徴収す

るものとする。

２ 乙は、使用料の額を変更しようとするときは、これを変更しようとする日の３か月前

までに、甲の承認を受けなければならない。

３ 乙は、使用料を乙の収入として収受するものとする。

４ 乙は、甲が定める減免基準に基づき、使用料を減額し、又は免除することができる。

５ 乙は、センター条例第○条の規定に基づき、使用料の全部又は一部を還付することが

できる。

（自主事業の収入）

第１６条 センターにおける自主事業の実施に伴って収入がある場合は、甲の収入とする

条件があるものを除き、これを乙の収入とするものとする。

（責任の区分）

第１７条 次の表の左欄に掲げる事項に係る甲と乙との責任の区分は、同表の右欄に定め

るとおりとする。

事 項 責 任 の 区 分

施設等の損傷 施設等の管理上の瑕疵に係るも

の

乙

上記以外のもの 事案の原因ごとに判断し、甲、

乙協議して定める。

利用者（これに準ず

るものを含む。以下

この表において同

じ。）への損害賠償

施設等の管理上の瑕疵に係るも

の

乙

上記以外のもの 事案の原因ごとに判断し、甲、

乙協議して定める。

施設等の修繕 施設等の大規模な修繕（資産価

値の向上又は耐用年数の延長に

つながるものをいう。）

甲

上記以外のもの 乙

施設等に係る火災保険及び災害保険への加入 甲

利用者に係る損害賠償保険（指定管理者を被保険者と

みなす取扱いがあるものに限る。）への加入

甲（なお、左記に該当しない損

害賠償保険については、甲は加

入しない。）
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２ 前項に規定する責任の区分に疑義がある場合又は同項の表の左欄に掲げる事項以外の

事項が生じた場合は、甲、乙協議の上、責任の区分を定めるものとする。

（会計の区分）

第１８条 乙は、管理業務の処理に関して別に会計を設け、経理を明確にしておかなけれ

ばならない。

第４章 管理業務の処理

（管理業務の処理体制）

第１９条 乙は、管理業務に従事する職員（以下単に「職員」という。）を適正に配置する

ほか、管理業務の処理に必要な体制を整備しなければならない。

２ センターへの職員の配置については、毎年度、別に協定を締結して定める。

３ 乙は、職員の名簿を甲に提出しなければならない。職員に異動を生じた場合も、同様

とする。

４ 乙は、職員に対し、管理業務の処理に必要な研修を実施しなければならない。この場

合において、防犯対策、防災対策等の利用者の安全の確保については、特に十分に職員

を指導し、及び訓練するものとする。

５ 乙は、管理業務の処理に関して事故（人身事故、施設等の破損事故等をいう。）が生じ

たときは、直ちにその旨を甲に報告し、その処理の方法について甲と協議しなければな

らない。

６ 乙は、管理業務の処理に関して生じた職員の災害について、全ての責任を負うことと

し、理由のいかんを問わず、甲は、何らの責任を負わないものとする。

（管理業務の開始に伴う事務引継ぎ）

第２０条 乙は、管理業務を開始する日までに、甲（及び現に管理業務を行っている○○

法人米子市○○○）から事務引継ぎを受けなければならない。

（管理業務の開始に伴う準備）

第２１条 乙は、管理業務を開始する日までに、職員となるべき人材を確保し、十分にし

て必要な研修を行わなければならない。

２ 乙は、必要があると認める場合には、管理業務の開始に先立ち、甲に対してセンター

の施設等の視察を申し出ることができる。

３ 甲は、乙から前項の規定による申出があった場合は、合理的な理由がない限り、これ

に応じなければならない。

（事業計画及び予算）

第２２条 乙は、毎年度、甲が指示する期日までに、翌年度における事業計画及び予算に

関する書類（以下「事業計画書等」という。）を作成して甲に提出し、甲の承認を受けな

ければならない。

２ 甲は、前項の規定により提出された事業計画書等について、必要があると認めるとき

は、乙に対し、その変更を指示することができる。

３ 乙は、第１項の規定により提出した事業計画書等を変更しようとするときは、甲の承

認を受けなければならない。ただし、管理経費の配分の変更については、甲に報告すれ
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ば足りるものとする。

４ 乙は、自主事業を実施する場合は、あらかじめ、その内容を甲と協議しなければなら

ない。

（事業報告書）

第２３条 乙は、手続条例第１１条の規定に基づき、毎年度、甲が指示する期日までに、

事業報告書を作成して甲に提出し、甲の確認を受けなければならない。

２ 前項に規定するもののほか、乙は、毎月、センターの利用の状況、使用料及び自主事

業の収入額その他甲が指示する事項を記載した報告書を作成し、翌月の○日（３月分の

報告書については、同月３１日）までに、甲に提出しなければならない。

３ 甲は、管理業務の処理の状況に関し、乙に対して必要な報告を求め、又は実地に検査

をすることができる。この場合において、乙は、これに従わなければならない。

（経営状況を説明する書類）

第２４条 乙は、手続規則第５条の規定に基づき、毎年度、甲が指示する期日までに、経

営状況を説明する書類を作成して甲に提出し、甲の確認を受けなければならない。

（委託等の禁止）

第２５条 乙は、管理業務の処理を第三者に請け負わせ、又は委託してはならない。ただ

し、あらかじめ甲の承認を受けた一部の業務については、この限りでない。

２ 前項ただし書の甲の承認を受けて管理業務の一部の処理を第三者に請け負わせ又は委

託する場合は、全て乙の責任及び負担において行うものとし、そのことにより生じた一

切の損害及び追加費用については、全て乙が負担するものとする。

（秘密の保持）

第２６条 乙及び職員は、管理業務の処理において知り得た甲の行政上の事項その他管理

業務の処理に関する一切の事項を第三者に漏らしてはならない。この協定の終了後も、

同様とする。

（文書管理）

第２７条 乙は、管理業務の処理に伴い作成し、又は取得した文書を適正に管理し、指定

期間の満了後において、甲の指示するところにより、これを甲に引き渡さなければなら

ない。

２ 乙は、この協定の有効期間中、甲が前項の文書を閲覧し、又は複写することを求めた

場合には、これに応じなければならない。

（情報公開）

第２８条 乙は、米子市情報公開条例（平成１７年米子市条例第２２号）の趣旨にのっと

り、管理業務に関して保有する情報の公開を行うために必要な措置を講じなければなら

ない。

（個人情報の保護）

第２９条 乙は、管理業務の範囲内で、個人情報の保護に関し甲と同様の責務を有するも

のとし、甲の指示に従い、個人情報の保護のために必要な措置を講じなければならない。

２ 乙は、個人情報の重要性を認識し、管理業務の処理に当たっては、個人の権利利益を

侵害することのないよう個人情報を適正かつ厳重に保管するものとし、管理業務を行う

施設内又は甲が事前に書面で承諾した場所以外の場所に、個人情報を持ち出してはなら

ない。ただし、乙が、当該個人情報を持ち出すことがやむを得ないものとして、持出し
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の範囲を定めて個人情報を厳重に管理することを条件に、甲の書面による承認を受けた

場合は、この限りでない。

３ 乙は、管理業務を処理するために保有する個人情報を管理業務の処理以外の目的のた

めに使用してはならない。この協定の終了後も、同様とする。

４ 乙は、管理業務の処理において知り得た個人情報を第三者に提供してはならない。

５ 乙は、甲の承認を受けることなく、管理業務を処理するために甲から引き渡された個

人情報が記録された資料等を複写し、又は複製してはならない。

６ 乙は、管理業務の完了後、前項の資料等を速やかに甲に返還するとともに、自ら収集

し、又は作成した個人情報を破棄しなければならない。

７ 甲は、乙に個人情報を取り扱わせるに当たって、当該個人情報の安全管理が図られる

よう、乙に対し、当該個人情報の保管について随時に必要かつ適切な調査及び監督を行

うことができる。この場合において、乙は、これに協力しなければならない。

８ 乙は、管理業務に関して知り得た個人情報の漏えい、滅失、改ざん又は損傷（以下こ

の項において「事故」という。）の防止その他当該個人情報の適切な管理のために必要な

措置を講ずるものとし、事故が生じ、又は生ずるおそれがあると認めるときは、速やか

に甲に報告し、甲の指示に従わなければならない。

９ 前各項に規定するもののほか、甲が個人情報の保護に関し必要と認めるときは、乙に

指示をすることができる。この場合において、乙は、これに従わなければならない。

（利用者団体等との連携協力）

第３０条 乙は、管理業務の処理に当たっては、センターの利用者で構成する団体その他

関係団体との連携協力に努めなければならない。

第５章 指定の取消し及び業務の停止

（管理業務の継続が困難となった場合の措置）

第３１条 乙は、管理業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合は、直

ちに、その旨を甲に申し出なければならない。

２ 乙の責めに帰すべき事由により管理業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが

生じた場合は、甲は、乙に対して改善すべき旨の勧告を行い、期間を定めて、改善計画

書の提出及びその実施を求めることができる。

３ 不可抗力その他甲又は乙の責めに帰することができない事由により管理業務の継続が

困難となった場合又はそのおそれが生じた場合は、甲及び乙は、管理業務の継続の可否

について協議するものとする。

（指定の取消し及び管理業務の停止）

第３２条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、地方自治法第２４

４条の２第１１項の規定に基づき、指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管

理業務の全部若しくは一部の停止を命じることができる。

⑴ 乙が、乙の責めに帰すべき事由により、この協定に定める事項を履行しないとき、

又は履行することができる見込みがないと認められるとき。

⑵ 乙が、関係法令等又はこの協定の規定に違反したとき。

⑶ 指定管理者の指定の手続又は管理業務の処理に当たり、乙に不正の行為があったと
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き。

⑷ 乙が、正当な理由がなく、第９条第１項の規定により甲が求めた報告を行わず、又

は甲が行おうとした調査を拒否し、若しくは妨害したとき。

⑸ 乙が、正当な理由がなく、第９条第２項の規定による管理業務に関する甲の指示に

従わないとき。

⑹ 乙が、前条第２項の規定による改善勧告に対し、定められた期間内に改善計画書を

提出せず、又は改善計画書に定められた事項を実施しなかったとき。

⑺ 乙の財務状況の著しい悪化、会社更生若しくは民事再生の申立て等の理由により管

理業務の処理が困難と認められ、又は著しく社会的信用を損なう等指定管理者として

ふさわしくないと認められるとき。

⑻ 乙が、手続条例第５条各号に規定する欠格条項のいずれかに該当したとき。

⑼ 前条第１項の規定による申出があったとき。

⑽ 乙から指定管理者の指定の取消しの申出があったとき。

２ 前項の規定により指定管理者の指定を取り消され、又は管理業務の全部若しくは一部

の停止を命じられた場合において、乙に損害が生じても、甲は、その賠償の責めを負わ

ない。

（指定管理料の返還）

第３３条 乙は、前条第１項の規定により指定管理者の指定を取り消され、又は管理業務

の全部若しくは一部の停止を命じられた場合において、第１４条の規定により当該年度

分の指定管理料の支払を受けているときは、甲の指示するところにより、当該支払を受

けた指定管理料の全部又は一部を返還しなければならない。

第６章 指定期間の満了等に伴う措置

（施設等の引渡し）

第３４条 乙は、指定期間が満了したとき、又は第３２条第１項の規定により指定管理者

の指定を取り消され若しくは管理業務の全部若しくは一部の停止を命じられたときは、

センターの施設等及びセンターに備え付けられた備品（甲の所有に係るものに限る。）を、

甲の指示する期日までに原状に回復した上で、甲に引き渡さなければならない。

２ 前項の規定にかかわらず、甲が認めた場合には、乙は、同項の規定による原状回復を

行わず、別に甲が指示する状態で同項に規定する備品を甲に引き渡すことができる。

（必要費等の請求権の放棄）

第３５条 乙は、指定期間が満了し、又は第３２条第１項の規定により指定管理者の指定

を取り消され若しくは管理業務の全部若しくは一部の停止を命じられた場合において、

センターの施設等に投じた必要費又は有益費があっても、これを甲に請求することがで

きない。

（管理業務の終了又は停止に伴う事務引継ぎ）

第３６条 乙は、指定期間が満了したとき、又は第３２条第１項の規定により指定管理者

の指定を取り消され若しくは管理業務の全部若しくは一部の停止を命じられたときは、

甲が指示する期日までに、甲又は甲が指定した者に対して事務引継ぎを行わなければな

らない。ただし、指定期間満了後、乙が引き続き指定管理者となる場合は、この限りで
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ない。

２ 甲は、必要があると認める場合には、指定期間の満了に先立ち、乙に対し、甲又は甲

が指定する者によるセンターの施設等の視察を申し出ることができる。

３ 乙は、甲から前項の規定による申出があった場合は、合理的な理由がない限り、これ

に応じなければならない。

第７章 センターの廃止等に伴う措置

（センターの廃止又は供用の停止に伴う措置）

第３７条 甲は、指定期間の中途においてセンターを廃止し、又はセンターの供用を停止

することとなったときは、この協定を解除することができる。この場合において、甲は、

あらかじめ、その旨を乙に通知しなければならない。

２ 前項後段の規定による通知は、同項前段の規定によりこの協定を解除しようとする日

の６０日前までに行わなければならない。ただし、やむを得ない事情がある場合は、こ

の限りでない。

３ 乙は、第１項の規定によりこの協定を解除されたことにより損害が生じた場合であっ

ても、甲に対し、その賠償を請求することはできない。ただし、同項後段の規定による

通知が、この協定を解除しようとする日の６０日前までに行われなかった場合は、乙は、

甲に対し、当該損害の賠償を請求することができる。

（センターの供用の休止に伴う措置）

第３８条 甲は、修繕、改修その他の事情によりセンターの供用を一時的に休止する場合

は、あらかじめ、乙に対し、その旨を通知しなければならない。

２ 乙は、前項に規定するところによるセンターの供用の休止に伴い管理業務の処理を行

わないこととなったことにより損害が生じた場合であっても、甲に対し、その賠償を請

求することはできない。

第８章 その他

（損害賠償）

第３９条 乙は、管理業務の処理に関し、乙の責めに帰すべき事由により、甲に損害を与

えたときは、これを賠償しなければならない。

２ 乙は、第３２条第１項の規定により指定管理者の指定を取り消され、又は管理業務の

全部若しくは一部の停止を命じられた場合において、甲に損害が生じたときは、これを

賠償しなければならない。

（重要事項の変更の届出）

第４０条 乙は、その所在地、代表者等に変更があったときは、遅滞なく、当該変更した

事項を証する書類を添えて、甲に届け出なければならない。

（権利義務の譲渡等の禁止）

第４１条 乙は、この協定によって生じる乙の権利及び義務を第三者に譲渡し、若しくは

承継させ、又は担保に供してはならない。

（協定の変更）
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第４２条 センターの管理に関し特別な事情が生じたときは、甲、乙協議の上、この協定

を変更するものとする。

（専属的合意管轄裁判所）

第４３条 管理業務及びこの協定に関する争訟については、甲の事務所の所在地を管轄す

る裁判所を第１審の専属的合意管轄裁判所とする。

（疑義等の解決）

第４４条 この協定に疑義が生じた事項又はこの協定に定めのない事項については、その

都度、甲、乙協議して定めるものとする。

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自その１通

を保有する。

令和○○年○○月○○日

甲 鳥取県米子市加茂町一丁目１番地

米子市

米子市長 伊 木 隆 司

乙 （法人等の所在地）

（法人等の名称）

（代表者の職・氏名）
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令和○○年度における米子市○○○センターの管理に関する協定書

米子市（以下「甲」という。）と○○○（以下「乙」という。）とは、令和○○年○○月

○○日付けで締結した米子市○○○センターの管理に関する基本協定書（以下「基本協定

書」という。）に基づき、次のとおり令和○○年度における米子市○○○センター（以下「セ

ンター」という。）の管理に関する協定を締結した。

（趣旨）

第１条 この協定は、基本協定書に定めるもののほか、令和○○年度におけるセンターの

管理に関する業務（以下「管理業務」という。）に関し、必要な事項を定めるものとする。

（自主事業の実施に係る計画）

第２条 基本協定書第６条第３項の規定による令和○○年度における自主事業の実施に係

る計画は、別紙の自主事業計画書のとおりとする。

（指定管理料）

第３条 基本協定書第１４条第１項の規定に基づき甲が乙に支払う令和○○年度における

指定管理料の額は、年額○○○円（うち消費税及び地方消費税の額○○○円）とする。

２ 指定管理料は、次の表に定めるところにより分割して支払うものとする。

３ 乙は、甲の指示する手続に従って、指定管理料の支払を請求するものとする。

４ 甲は、前項の規定による請求があったときは、その日から起算して３０日以内に、甲

が定める方法により、当該請求に係る額の指定管理料を乙に支払わなければならない。

５ 基本協定書が解除された場合その他年度の中途において管理業務が終了した場合は、

乙は、甲の指示するところにより、既に受領した指定管理料の全部又は一部を甲に返還

しなければならない。

（職員配置）

第４条 基本協定書第１９条第２項の規定に基づき乙が令和○○年度において配置すべき

職員は、次に掲げるとおりとする。

⑴ 館長（統括責任者） １人

⑵ 副館長（統括責任者を補佐する者） １人

⑶ その他の職員 ○人以上

（協定の変更）

第５条 令和○○年度におけるセンターの管理業務に関し、特別な事情が生じたときは、

甲、乙協議の上、この協定を変更するものとする。

（疑義等の解決）

第６条 この協定に疑義が生じた事項又はこの協定に定めのない事項については、その都

度、甲、乙協議して定めるものとする。

支 払 時 期 支 払 額

令和○○年４月 ○○○円

令和○○年７月 ○○○円

令和○○年１０月 ○○○円

令和○○年１月 ○○○円

年度協定書【例】
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この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自その１通

を保有する。

令和○○年○○月○○日

甲 鳥取県米子市加茂町一丁目１番地

米子市

米子市長 伊 木 隆 司

乙 （法人等の所在地）

（法人等の名称）

（代表者の職・氏名）

















































（別紙６）




